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甲陽園本庄町市営住宅跡地活用事業 

公募型プロポーザル 

募集条件（骨子） 

１ 事業の名称 

甲陽園本庄町市営住宅跡地活用事業 

２ 事業の目的等 

（１）事業の目的 

・跡地の一部において老朽化・耐震面で課題を抱える甲陽園市民館を移転整備し、残りの

土地については事業者へ売却することにより財源確保を図る。 

（２）これまでの経緯 

  ・令和 2 年 2 月に募集条件（骨子）を公表。 

・サウンディング型市場調査（事業者との対話）を令和 2 年 7 月・11 月に実施。対話結

果の概要は令和 3 年１月に公表済み。 

・新型コロナウイルス感染症の影響により事業を中断したため、改めて追加対話を行

う。 

・参加事業者から得られた意見等を参考に、本件土地につき事業者の選定を実施する予

定。 

（３）事業者選定手続きの概要（予定） 
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（４）事業想定スケジュール（優先交渉権者決定後） 

 新市民館等（※１）  提案施設（※２） 

    

R7.2 覚書の締結 

    

 事前協議 

    

 事業実施計画確定、開発事業概要書の提出（※３） 

    

R7.7 基本契約の締結 

    

 開発協議 

    

 都市計画法第 29 条開発許可 

  

 分筆 

   

  土地売買契約締結 

   

 工事着工 

    

 竣工 

   

 建物売買仮契約締結  提案施設運用開始 

    

 建物売買契約締結   

    

R10.1 まで 新市民館等引き渡し   

    

※提案された事業内容等によってスケジュールが変更される可能性があります。 

※１：移転整備する市民館（外構を含む）。 

※２：事業者へ売却した部分に事業者により整備される施設。 

※３：開発事業等におけるまちづくりに関する条例第 14 条第 1 項及び同施行規則第 15 条第 1 項に基づく 
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３ 事業用地の概要 

項  目 概  要 

所在地 甲陽園本庄町 119 番１ 

事業用地面積 

4,874.25 ㎡（公簿面積） 

※最終の売却面積（開発事業に伴う提供公園及び道路拡幅部分の面積

を含む）は、新市民館等整備用地との分筆をもって確定します 

用途地域 
第一種中高層住居専用地域 

（事業用地北側） 

第一種住居地域 

（事業用地南側） 

建ぺい率／容積率 60％／150％ 60％／200％ 

高度地区 第２種高度地区 第４種高度地区 

防火地域等 該当なし 

日影規制 
3 時間（５ｍ）、 

２時間（10ｍ）、H=４ｍ 

４時間（５ｍ）、 

2.5 時間（10ｍ）、Ｈ=４ｍ 

道路等の概要 

事業用地 南東側：西宮市道 西 第 813 号線 

     北東側：西宮市道 西 第 830 号線 

         西宮市有水路 東 第 459 号水路 

     北西側：溜池（甲陽大池） 

南西側：西宮市道 西 第 829 号線 

特記事項 

・西宮市有水路東第 459 号水路に設置されている橋梁、その他工作物

等は存置、現状有姿での引き渡しとなります。 

・宅地造成等規制法に基づく宅地造成工事規制区域に含まれます。 

・事業用地の一部は、文化財保護法に基づく「周知の埋蔵文化財包蔵

地（大池遺跡）」に該当します。新たに開発行為を行う場合は、届

出が必要となります。なお、１箇所において試掘調査を実施済みで

す。 

※貸与資料の「埋蔵文化財試掘調査実績報告書」参照 

・土壌及び地下埋設物の調査は実施しておりません。 

・簡易な地質調査は実施済みですが、開発事業に際しては詳細な調査

が必要です。 

※貸与資料の「地質概略調査関係資料」参照 

・隣接地の甲陽園本庄町 120 番１の所有者と越境構造物に関する確認

書を締結しています（第三者は承継）。 
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＜位置図＞ 

 

４ 事業の概要等 

（１）事業方式 

選定された事業者（優先交渉権者）が、本市との間で締結する本事業に係る覚書及び基

本契約に従い、提案施設整備用地（※）については土地売買契約を締結したうえで、新市

民館等と提案施設の一体的な開発を行う。新市民館等完成後、本市との間で建物売買契約

を締結し、所有権を本市へ移転する。 

※事業提案による新市民館等整備用地（市所有）を除き、残りの土地を事業者へ売却（開

発事業に伴う提供公園及び道路拡幅部分を含む）。最終の売却面積は、分筆登記により

確定 

（２）新市民館等整備に係る諸条件 

※新市民館等は要求水準書に基づき提案を行い、事業者選定後に本市と協議のうえ整備 

※市道西第 830 号線（事業用地の北東側）が主たる出入口になるように整備 

※甲陽大池側からのフットパス（歩行者用通路）を整備 

＜新市民館等の施設構成（案）＞ 

※新市民館は鉄骨造、規模は、駐車場等の外構施設を除く施設部分として 2 階建て延床

面積 300 ㎡未満（ただし、下表の諸室等を満たすものとする） 

※宅地造成、上下水道・電気・ガス等の供給処理施設の整備は事業者が負担 

  

現甲陽園市民館 

事業用地 

N 
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部 門 諸  室  等 

共用・管理部門 エントランスロビー 自動ドア 

談話コーナー  

事務室（管理人室）  

トイレ 各階に男女トイレ、1階に多目的トイレ 

エレベーター  

給湯スペース 各階に 1ヶ所 

フリースペース 授乳スペースとしても利用 

集会部門 会議室 ４室 

外構 通路橋 有効幅員５ｍ以上、８ｔの車両通行に対応 

駐車場 ７台以上（うち１台は身体障がい者用） 

駐輪場 13 台以上 

その他 防災施設、備蓄倉庫、屋外照明、囲障、舗装

等 

（３）提案施設整備に係る諸条件 

※車両出入口は、市道西第 813 号線側のみに設置 

※建物高さは、「第一種住居地域」の部分については地上 18m 以下 

※開発事業に伴う提供公園は、新市民館等と隣接させて一体的に整備 

※隣接地の甲陽園本庄町 119 番 3 及び 119 番 4（水路管理施設）について、本市が水路

の維持管理を適切に行うことができるように整備 

（４）費用分担 

本市の費用負担 

新市民館等買取費用 

新市民館等の維持管理費 

開発事業に伴う提供公園、道路の維持管理費 

新市民館の運営費（光熱水費を含む） 

新市民館に係る什器・備品費（調達） 

事業者の費用負担 

事業用地の開発等に係る諸費用 

提案施設整備に係る費用（新市民館等の整備費用を除く） 

提案施設整備用地取得に係る費用 

提案施設及び土地所有に係る公租公課 

その他、事業実施に必要と考えられる費用 
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（５）募集要項を作成するにあたっての確認事項 

  ※事業の成立性（事業スキームの妥当性等） 

  ※開発許可制度運用基準（技術基準等）への適合性 

  ※事業スケジュール、施工上の課題 

  ※周辺の生活環境や交通環境、景観への配慮 

※新市民館等の整備価格 など 

５ 公募型プロポーザルの概要 

（１）選定方法 

事業者公募の際には、新市民館等の要求水準のほか、土地の最低売却価格と新市民館

等の上限買取価格を設定したうえで、提案価格（土地の売却価格と新市民館等買取費の

差額）と価格以外の要素（提案内容）を総合的に評価し、得点が最も高い事業者を優先

交渉権者として選定する。 

（２）評価の考え方（案） 

総合評価得点の算定方法は以下のとおり。 

 総合評価得点（１００点満点）＝ 事業提案の内容に対する評価点+ 価格点  

※事業提案の内容に対する評価点（●●点） 

  応募者の信頼性、同種事業の実績等に関する事項 

  本事業全体の土地利用計画、提案施設や新市民館等の整備計画等に関する事項 

  事業スキーム、事業スケジュール、事業収支計画等に関する事項 など 

※価格点（▲▲点） 

▲▲点 × 
提案された土地売却価格と新市民館等買取価格の差額 

提案された土地売却価格と新市民館等買取価格の差額の最高額 

６ 対話の実施方法 

  具体的な対話の方法については、別紙「公募型プロポーザルに向けた″対話“の進め方」を

参照してください。 

 

 

以上 


